



























































買収事件判決 8（最判昭和 36・７・14 民集 15 巻７号 1814 頁），期限に関する判
例として，いわゆる小学校教員期限付任用事件判決 9（最判昭和 38・４・２民
集 17 巻３号 435 頁，判タ 146 号 62 頁），負担に関する判例として，いわゆる
無補償撤去条項事件判決 10（最大判昭和 33・４・９民集 12 巻５号 717 頁，判時













8　評釈として，渡部吉隆・曹時 13 巻９号 92 頁，遠藤博也・行政判例百選Ⅰ〈第１版〉228 頁，山田洋・行政判
例百選Ⅰ〈第６版〉178 頁等がある。
9　評釈として，渡部吉隆・曹時 15 巻６号 120 頁，山本正太郎・民商 49 巻６号 863 頁，奥平康弘・行政判例百選
Ⅰ〈第１版〉248 頁，高橋清一・教育判例百選〈第２版〉178 頁，古城誠・公務員判例百選 20 頁，見上崇洋・行
政判例百選Ⅰ〈第６版〉192 頁，齋藤健一郎・行政判例百選Ⅰ〈第７版〉184 頁等がある。
10　評釈として，田中真次・最判解民事篇昭和 33 年度 75 頁，覚道豊治・民商 38 巻５号 805 頁，奥平康弘・土地
収用判例百選〈第１版〉208 頁，杉村敏正・行政判例百選〈第１版〉250 頁，尾上実・憲法判例百選Ⅰ〈第１版〉
132 頁，倉持孝司・憲法判例百選Ⅰ〈第２版〉180 頁，南博方・憲法判例百選 99 頁，見上崇洋・行政判例百選Ⅰ〈第
６版〉194 頁等がある。
55商　経　論　叢（第 71 号）
Ｘの訴願に裁決を下す以前に，昭和 25 年 11 月 30 日，訴願棄却裁決を停止条
件として本件買収計画を承認し，また，兵庫県知事も同年 12 月 16 日付けの買





８・10 行集２巻９号 1451 頁）は本件買収処分を適法として，Ｘの請求を棄却







































































































旨懇請し，同委員会の要請に応じて「昭和 29 年３月 31 日限り自発的に退職す
る」との誓約書を差し入れ，再度期間の更新を受けた。その更新期間中の昭和
28 年６月 13 日より地方公務員法（以下「地方法」という）の職員任用に関す




　第１審判決 14（山形地判昭和 32・１・16 民集 17 巻３号 443 頁参照），第２審















14　評釈として，金子芳雄・法学研究（慶應義塾大学）31 巻 12 号 42 頁がある。











































































































を昭和 29 年３月 31 日という発生確実な事実にかからしめている規定となって








































　本件土地は，昭和 21 年８月 20 日に東京都都市計画により，国鉄中央線荻窪
駅前広場としての指定がなされ，昭和 22 年 11 月 26 日に駅前広場設定事業施
行年度が決定されたが，昭和 24 年５月 10 日に上記決定は廃止された。
　Ｘ（原告・控訴人・上告人）等は，本件土地上に建物を建築しようと思い，

























民集 12 巻５号 731 頁参照）は一部を無効としたが，①②等は無効でないとし，




























































































る。杉村・前掲（10）251 頁は，本件条件は直接に憲法 29 条３項違反か，本件条件を認める都市計画法施行令












































れは，行政法学が Karl Kormann により創造された行政行為の附款という概
念を認めてしまったことによる弊害と理解してよかろう。このように，従来の
行政行為の附款は法律による行政の原理の形骸化させ，行政実務においては附
款の濫用，司法の場においては附款を起因とする混乱による誤った判決を誘発
する側面があることは否定できまい。
　一方，附款＝行政契約論の観点からは，従来附款とされたものは①適法な行
政行為と解釈すべきもの，②違法の行政行為であり，本来的には行政契約によ
り処理すべきものに分類できる。附款＝行政契約論を導入すれば，農地買収事
件，小学校教員期限付任用事件においては行政契約締結による解決は困難では
あるものの，無補償撤去条項事件においては行政契約により事件を解決するこ
とは可能であった。その意味でも，附款＝行政契約論へと行政行為の附款を進
化させることが必要であると考える。
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